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地震時における道路機能の低下と交通障害
井上広胤* 山川
秋山哲男料
要約
地震発生後の緊急活動および復旧活動においては，道路機能の低下の程度，特に交通路としての道路
機能が確保されるかどうかが重要な問題となる。
本研究では地震災害の場合，自動車による各種の活動に対して，交通障害となる要因と構造について
の考え方を整理することを目的とする。最近の地震例などを用いて，
1)道路機能を定義した上で緊急活動との関係を明らかにし
2)緊急用車輪等が活動しようとする場合，道路交通の障害をひき起す要因を，地盤，道路関連施設，沿
道施設，自動車交通量の4つに大別し，過去の震害例(関東，福井，新潟，十勝j中等)に基いて，各
要因の細項目ごとに交通障害となる程度を設定した。
3)次に具体的な道路(目黒通り)を取り上げて，上記の2)の方法を適用し，区間別交通障害の発生する
危険性について推定を行なった。
今後の研究においては，災害発生時に路上に存在する自動車，および避難等の手段として用いられる
自動車について，その量およびドライパーの行動様式を明らかにし，緊急車輔等に対する交通障害の程
度をより具体的に推定する方法の開発が必要で、ある。
はじめに
都市における地震災害は，大都市であればあるほど災
害は予想を越えて複雑に展開しそれにともなって被害
も複雑，かつ大規模となり，緊急活動も非常に困難をき
わめる。とくに道路交通に及ぼす影響は，単に物的破壊
や火災，水害だけにとどまらず，走行車輔等人為的な条
件も加わるために道路交通障害を想定しにくいものとし
ている。
しかし地震時に緊急車輔が移動できる道路空間を確
保することは，拡大しつつある災害をくい止め，かつ，
被災者の救助・救出や避難地への誘導等を行なうために
欠くことのできない前提条件である。また，災害が終結
した直後からも道路空間は，救援物資の輸送をはじめと
し様々な応急・復旧処置等の対策を行なう際に重要な
役割を果す。このような地震時の緊急車車両等の走行障害
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を想定することは重要なことであるが，災害そのものが
非常に地域的なものであり，道路そのものの障害も地域
性が強く一般化がむずかしい。また，従来までの研究成
果でも道路交通障害を総合的に取り扱かったものは非常
に少なく，報告されているものは消防車の交通障害に関
するものと道路の延焼阻止効果が主なものである。
消防車の交通障害に関する研究は，地震による建物倒
壊・道路傷損・交通渋帯といった状況下で消防車が走行
可能なのか，また，可能であればどの程度の速度が期待
できるのかを交通障害要因を組み込んだ速度推定モデル
として作成したものである。また，道路の焼け止まり効
果に関するものは，道路が大震火災時に市街地の延焼を
防ぐ効果を持っているか否かを判定するものである。
この他にも，地盤・土木構造物・建築物等の研究がか
なりなされているが，交通障害の面から整理されている
ものは少ない。
したがって，本研究では道路交通樟害を総合的に検討
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する方法を確立する手がかりを得るために個々の交通障
害要因(土木構造物・建築物・ 2次災害・交通量)を総
合的にとらえることを念頭におき各々の障害要因を交通
障害度として整理することを試みる。交通障害度とは災
害が発生した場合，道路の交通を確保するために行なわ
れる応急あるいは復旧活動のために要する時間や費用の
程度を表わしたものである。しかし，交通障害度は比較
的容易に個々の要因の数量的な分析をともなわなしに表
わせるものであるが，あくまでも対象区間内で相対的危
険性の比較を示すに止る欠陥をもっている。
1 道路機能の分類
道路を機能面から考えた場合，歴史的にはその主要な
目的は，人及び物の輸送が中心であった。そして，人間
の生活様式が多様化している現在では，街区を構成し，
コミュニテ』の輸となり，市街地の誘導・発展などの
機能へと拡大し都市構造に大きく影響を与えている。ま
た，最近で、は都市の過密化及び都市施設の充実という観
点から，新たに，供給処理施設空間，防災のための空
間，および都市環境上の空間として機能が強く要求され
ている。(都市計画協会 1974)このように道路はきわ
めて多様な機能を持っており，その分類も様々に試みら
れているが，既ね，交通機能・土地利用機能・空問機能
の3つに大別できょう。(図 1-1) 
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図1-1 道路の機能分類
(1) 交通機能
道路機能の基本はいうまでもなく交通機能である。交
通機能は自動車等を走行させることを目的とするトラフ
ィッグ機能と，沿道の土地，施設，建物等への出入する
ための機能を主体に考えるアクセス機能があるが，アク
セス機能はトラッフィク機能の一部と考えられる。
いわゆるトラップィク機能とアクセス機能はトレード
オフの関係にあるために， トラップィク機能を重視すべ
き幹線道路等にあってはアクセス機能をある程度制限し
(アクセスコントロール).円滑な交通流を確保する必
要がある。特に自動車専用道路はインターチヱンヂ以外
のアクセス機能を排除し トラッフィック機能に純化し
た道路である。逆に生活圏内の道路にあってはアクセス
機能を重視してトラッフィク機能(走行速度，運転の快
適性)は制限されてもやむを得ない。両機能のバランス
は各道路の性格によって差異があるものであり，要は道
路網全体としてのサービス水準の確保を交通の円滑化と
沿道環境に与える影響も考慮して，はかることが必要で
ある。
(2) 土地利用機能
土地利用機能は沿道土地利用を可能ならしめる機能で
あり，他の交通施設にはないものである。すなわち土地
利用は道路なしでは考えられないものであり，特に都市
内では街区の形成や市街化の誘導をはかる上で重要であ
る。道路の有するこの機能には当該道路および関連道路
の交通機能，特に交通容量との関連において適正量があ
り，過大な土地利用がなされるとしばしば交通機能上の
ネックを生ずることになる。
(3) 空問機能
道路の機能は地方部にあっては交通機能が主体である
が，公的窓聞が限定されている都市部にあっては空問機
能も重要な役割を持っている。
避難路，火災延焼防止等の遮断のための防災空間，採
光・通風としての環境空間，遊び場，社交場としてのア
メニティ空間，上下水道，架線，地下鉄，駐車場，共同
溝，地下街等に必要な都市施設空間などは，いずれも都
市における基本的なスベースであり，都市内道路がその
ために果している空問機能は極めて大きい。
例えば火災延焼防止の観点からみると，延焼確率は隣
接家屋間距離にはほぼ逆比例し，大体 5~7 椛(風速が
2.5 m/s以下)ないし8~14 (風速2.5~5. 0 m/s)離れ
ればゼロとなる。この延焼確率は家屋構造(木造，防火
造，耐火造)および風向(風上，風側，風下)によって
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当然異なるが，この確率を低下させるために道路が果す
空問機能は極めて大きし、。
その一例として一辺500mの地区に延長7，000郡の道路
があり，そのほとんどが4m道路の場合(道路面積率
12.2%) と(全延長の)約半分が 6~8mの道路の場合
(同15.0%)の住宅地で家屋間距離が道路幅プラス2慣
の条件で，シュミレーション行なった結果によると，そ
の平均焼失数は前者で17.8戸，後者で7.4戸であった。
もち論，道路がよければ消防活動もまた迅速に実施で
きる。出火してから他の家屋へ延焼するまでの時聞は風
速2m/sで'fi.8分程度 5抗 /sでは7分程度であるが，
出火してから通報が入り出動まで，および到着後の放水
準備で，4.5分程度を要するので，消防車の走行のために
は3分程度しか残されていなし、。この瞬間をあらそう消
防車の走行に整備された道路網の果たす役割の大きさは
いうまでもない。
また大震火災時の焼止りに関し，炎の形，大きさとそ
れから放射する輯射放熱とを求め，前面~地を隔てて建
つ木造家屋に延焼しない許容輯射受熱と対比して条件
式を求めた調査研究によれば，風速8m/sの条件で炎の
幅300m，奥行100mの火流の場合，風下側35mでも程度
以上の空地があれば焼け止まりが期待できるとされてい
る。(野村正和 1976)このような観点から大都市周辺
では大震火災の遮断空聞をかねた幹線道路の建設促進が
期待されているといえよう。
2 災害時の道路機能と緊急活動
災害時における道路機能は，ひっとは，災害以前に造
られた道路の災害時の存在効果，すなわち，火災が発生
した場合の延焼阻止の機能であり，もうひとつは，災害
が発生してから一方では避難行動が始まり，他方では被
災者の救援活動や火災・水害等の防止活動を行なうため
の通行機能である。
(1) 災害時の道路の存在効果としての延焼阻止機能
存在効果は災害以前の条件に規定され，都市内の幹線
道路の整備状況に左右される。東京消防庁の報告によれ
ば，大火流によってブロックからブロックヘ廷焼が拡大
するであろう突破予想路線は，木・防幅率(道路前面か
らみた木造及び防火建物の占める割合)60""-'70%以上，
路線幅25m以下であると報告されている。また，道路の
延焼阻止効果はとくに，広い面積を持つ単独ブロックが
多数存在することに問題があると指摘している。(例，最
小プロック 0.08lcm2(千代田区)，最大ブロック 19.98lcm2 
(練馬区)しかし江東区や墨田区等では他地域より路
線が密にあり，かりに突破される路線があっても，消防
隊の防御効果や線的防災対策を進めるうえで比較的容易
になり，その点からも例え延焼阻止路とならなくとも幹
線道路計画を進めることが災害時に有効な対策であると
いえよう。 (東京消防庁 1977) 
東京都の幹線道路計画の整備状況についてみると，昭
和52年3月末現在，幹線47路線597lcm，補助幹線・その
他449路線1，025lcm，合計 1，622lcmが都市計画決定されて
おり，そのうち完成が756lcm(46.6%) ，事業中128km 
(7.9%) ，未着手738(45.5%)と，まだ半分近くが未
整備のままであり，現状では存在効果にあまり期待が持
てない。(谷口丞他 1977) 
(2) 災害形態別緊急活動
大地震による震害現象は，その性格から災害発生時の
現象がそのまま持続してゆくものと，時間の経過ととも
に複合・拡大してゆくものに分けられる。前者は，落下
・倒壊等地震発生時に一度に表面に出てきてそれ以上拡
大しないという震害主体の災害であり，後者は，出火→
延焼・爆発→延焼と拡大してゆく火災主体の災害と，堤
防決壊→出水→浸水と拡大してゆく水害主体の災害であ
る。
これらの災害を受けた結果として起こる都市機能の麻
痔，あるいはその結果被害を受ける人間の行動様式を，
地震発生時の時間経過による，災害の展開と状況の変化
に応じて8期に区分し，また災害発生後の災害展開と震
害主体の災害，火災主体の災害，水害主体の災害と分け
て考えた研究がある。(図2-1)それによると，
i)火災主体の災害一一地震により火災主体の災害が発
生した場合は，その災害の進行は時間的には，被震期，
混乱期，火災拡大及び避難行動・避難救援期，そして応
急復旧期，復旧期，復興期の順と考えられる。この種の
災害は比較的順序よく時間の経過にともなって避難者が
多くなり，比較的長時間にわたり避難救援期が続く特色
がある。
i)水害主体の災害一一地震により水害主体の災害が発
生した場合は，その災害の進行が比較的早く，被震期，
混乱期及び避難行動期が重複することも考えられる。こ
の種の災害は，浸水が始まってから水が完全に除去され
るまで比較的長時間を要するため，避難救援期が長くな
り，かつ応急復旧期まで相当の日時がかかるとL、う特色
がある。
ii)震害主体の災害一一地震による震害だけが発生した
場合混乱期及び避難行動期も極めて短時間で終り避難救
援期と応急復旧期が同時に開始され，復興も比較的容易
であるという特色がある。ただし，余震の場合はこの限
りで、なし、。(日本部市センター 1976) 
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5)遜鯵救援期 11 11 が拡大し，一般住民はそれを避織せ~るbえ念〈念 9. かっ，
それに対する救援活動が展開される時期
6)応急復旧期ー災害が一段溢しp 住民の復旧活動が始まる時期
7)復旧期一生活の維持篠保のため復旧活動が始まる時期
8)復興期一都市の回復・再生が急テンポK進む時期
図2-1 災害形態別緊急活動模式図(日本都市センター， 1976年よりj
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(3) 災害時の緊急活動と道路交通障害
①災害時の緊急活動
災害時における緊急車輔が必要となる活動は図2-2
に示す消火活動，避難路確保，救援活動，生活確保，応
急復旧活動，復旧活動，復興活動等である。これらの活
動を行なう場合その障害となるものは，消火活動を例と
した場合，まず何処へ出動するかを確認し，次に出動準
備を整えた後，目的地までの道路の確保ができているか
どうか，そして消火のための水利が有るか否かの，出動
準備，道路確保，水利確保が整つてはじめて目的の達成
が可能となる。
しかし，出動の準備や物資・機材等の確保は直接通行
障害を取り除くことはできず，むしろ，道路確保ができ
るか否かが交通障害を取り除くことと直接連動する。言
い変えれば，土木構造物，沿道施設 2次災害，交通量
等が通行障害を持たらす直接的な要因であるといえよ
う。
②道路交通障害要因
通行障害を持たらす要因は，被震によって持たらされ
る土木構造物や建築物の物理的破壊によるもの，火災や
水害などの2次災害によるもの，災害時の交通量による
ものが考えられる。図2-3はこれらの障害要因を障害
形態に即して大まかに，地盤，道路に関わる施設，沿道
施設，交通量の4つに分類したものである。
地盤は，地盤の硬軟の性格に関わってくる地形・地
質と，水害危険と関連性が高い地盤高の 2つに区分し
Tこ。
第二の道路に関わる施設は，交通機能に比較的関連性
の高い交通施設系，道路の地下空簡を都市施設のために
利用する地下施設系，道路の交通・美観・環境・供給施
設等のための路上施設系の2つに区分できょう。
また，第三は沿道の土木構造物や建築物等の倒壊危険
あるいは火災・水害などの2次災害時の沿道施設系の障
害危険である。
第四は，走行中あるいは駐車中の車輔が及ぼす影響，
そして避難時の歩行者による障害危険である。
3 道路に係る施設と交通に関する震害事例研究
(1) 地盤被害の特徴
従来の地震において地形・地質等の地盤条件が震害
と深い関係を有していることは十分認められる。すなわ
ち，震央に近いところでも岩盤のような硬質地盤地域で
は被害が小さく，震央から離れていでも沖積地において
は被害が大きくなる。また軟弱な沖積地における構造物
の被害には，振動的な破壊の他に，不等沈下による傷損
といった地盤震害的な形式のものが，かなり含まれるこ
となどである。
① 地震動と地盤
ただし，今までは震害に対する地盤条件の影響を考察
するにあたり，主として地震動の性質が地盤の種類によ
って，どのように変わるかという面に主眼をおいてお
り，もうひとつの面である地震動を受けた時に表層地盤
がどのような挙動を示すかということに対しては，十分
な検討がなされていなかった。前者，すなわち，地震動
と地盤の関係については関東大地震をはじめとする過去
の震害例から次のようなことがわかっている。
i) 沖積層は卓越周期をもっており，それは常時微動
の卓越周期と関連がある。
i) 沖積層上の振動は，岩盤や洪積層上の振動に比べ
て振幅や加速度が大きくなる。沖積層の厚いほど
この傾向は著しい。
ii)地中における振動は地表における振動よりかなり
小さい。
iv)埋立地も沖積層と似た性質を示すが，とくに震度
が大きくなる場合が多い。
上記のうち， iv)，の震度に関する考察は過去の震害
状況から割り出されたものであるから，地震動の激しさ
の他に，地盤震害的な要素が含まれている。
②表層地盤
次に，地震動の大きさが直接影響する振動的な被害に
対して，表層地盤の動的性質の違いが影響する地盤震害
については，地盤の動的性質はその地盤を構成する土の
組成や力学的性質などと密接な関連を有していると考え
られる。特に地盤被害の典型例である新潟地震を例と
して地盤の流動化について沖積層の性質と噴砂現象， N
値，粒度組成について文献例を整理したものが表3-
1，表3-2である。
沖積層の性質一一表3-1に示すごとく，上層部，中
層，下層部に分けられるが，土質工学的に問題となるの
は上層部と中層部である。中層部は全域に普通的に発達
していて，比較的よく締まっており震害の地域性には関
連がない。したがって震害の大小に直接関連したのは上
層部の性質である。
噴砂現象ー一一被害の大きかった地域に特に集中し，
又，その噴出量は建物の密集地域に顕著であったと報告
されている。噴出箇所については，建物の周囲，側溝，
道路上の弱線などから起きている。
N値一一被害が最も著しかった河床地域ではN値が10
以下であり，他の地域では一般に10以上である。新潟地
震においてはN値が小さいほど被害程度が大きく， N値
と震害の関連性があることが窮える。新潟地震の場合N
値と被害の関係が表わせる理由として，巨視的に対象地
区が砂質土という共通のわくの中に入ることが考えられ
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消火活動
避難者用道路確保
燃滞
図2-2 災害時の緊急活動フロー(日本都市センター. 1976年を参考)
地震時における道路機能の低下と交通障害
「地盤条件(地形・地質)
盤-1
し地盤高
舗装・路盤
盛土・ょう壁・切土
「道路橋
一交通施設系一|一橋梁寸一高速道路
! 歩道橋・立
体交差
1.地
一隊道
2 道路に係
わる施設 ? ??
??
????????
??
?
?????
地下施設系
71 
一共同溝
一地下鉄
一地下空間ート地下道
」地下街
路上施設系 道路標識・街灯・街路樹・道路さく・ガ{ドレール・消火栓・電柱・その他
「高層ビル(倒壊)
建築物一|
」木造家屋(火災)
3. 治道施設-1
危険物貯蔵所 給油所・石油・ガス・火薬製造所
一護岸・築堤
4. 交通量一自動車・歩行者
図2-3 交通障害危険要因
表3-1 沖積層の性質 ょうである。建設省土木研究所の調査によれば，表3
2に整理されるとおり，流動化は砂質土特有の性質であ
って，シルト・粘土などはかえって振動の影響を受けに
くいと考えられる。
沖積層 |深さ(間)I 地 質
中砂が多くところによりシル
上部層 0~15 ト粘土泥炭からなるが比較的
よく締まっている。
海成層で細砂から成る。この
中部層 15~40 層になるとN値が急増して20
以上になるのが普通である。
下部層 iト G1 細砂とシノレトの互層礁層
る。
粒度組成一一新潟市付近の土質は一言でいえば砂質土
であることは間違いないが，その粒度組成t土地域別にか
なり相違がみられる，これが震害の形態に影響している
表3-2 粘土組成(深さ10mまで)
地域|土質| 被 害 状 況
バ建跡はほとんど被害尚
カミつTこ。
流動化による被害が卓越した
河床地域 細砂~中 が，シルト粘土分が20%を越
砂 えるところでは流動化が起こ
りにくかった。
砂丘閑低l細砂~シ 振動による被害がかなりあっ
地 ノレト た。
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以上から震害が大きいと予想される地域は，その地盤
特性からみた場合，液状化の可能性が高い地域や軟弱地
盤(主として沖積層)の厚さ，地質の変わり目等が主要
な危険要因となりうる。その他に震害形態に影響を及ぼ
すものとして粒度組成が考えられるo(土木学会 1964， 
東京都防災会議 1971) 
(2) 道路に係わる施設
(土木学会 1964，1922，北陸震災調査特別委員会
1948，十勝沖地震調査委員会 1952)
① 交通施設系
i) 舗装
被害の特性として舗装の被害は地盤の破壊・亀裂・陥
没等の地盤被害程度と既ね相関していると考えられる。
その他の被害としては電柱やマンホールなどが舗装面と
別個の運動をするために生ずる被害があるが，地盤被害
の影響に比べ局所的な被害に止っている。また，特殊例
として関東地震の舗装被害は地震動よりは火災による被
害が主要なものであったが交通機能にはほとんど影響が
なかったと報告されている。
被害は舗装道路に比べ砂利道などの未舗装道路の被害
が著しく(関東・十勝沖地震)，舗装種類別ではコンク
リート舗装に比べアスファノレト舗装の被害が大きい。コ
ンクリート舗装は，喰い違いや破壊がその主要な被害で
あるが，喰い違いについてはストッパーが付いていれば
被害をかなりくい止めることができる。
復旧面からは， コンクリート舗装の被害はその除去，
舗修も容易でなく交通に及ぼす影響は比較的大きい。ま
た，破壊が起こらないまでも地盤被害により舗装路面下
に空洞が出来た場合，その後の交通により破壊に至るこ
ともある。(新潟)アスフアルト舗装の被害は，流動・
破壊・クラックを起こしても復旧はコンクリートに比べ
きわめて容易である(新潟)。
i )盛土・切土・擁壁
被害の特性は，起伏のある地域よりは平地部の方が被
害が大きく(関東)， 2， 3の地形的特徴の被害を除い
て，一般に盛土・切土法面の崩壊が目だつ。(十勝沖)
盛土・切土・擁壁の被害は地盤条件に左右され，特に埋
立地や砂地盤のような軟弱地盤に被害が集中し， (新潟)
また，施工商からは，排水不良が被害を助長する要因と
なっている。
復旧面からは，盛土・切土の被害の多くは，相当量の
土砂の堆積あるいはそう失によるもので交通止めとな
る。その復旧作業，すなわち交通機能回復は，土砂の除
去や充墳によるが，その場合の復旧には相当の日数を必
要とすることが多い。
ii)橋梁
一一道路橋一一
被害の特性は，全体として震害は震度分布にしたがう
が，局地的には地盤条件に大きく左右される。橋梁の種
別には木橋もコンクリート橋もその被害はだいたい地盤
条件に左右されるが，木橋の場合，火災被害がこれに加
わる。
被害の形態については，通行不能となるような大きな
被害(落橋現象)はほとんど下部構造に起因し，上部構
造の被害は下部構造の破壊・転倒などの結果として生ず
る二次的なものがほとんどである。また，上部構造だけ
の被害は比較的軽徴であり，交通機能への影響は少ない。
橋梁と道路の取付部l'i，擁壁・盛土部などが橋梁部と
同じ支持層に支持されないための被害がめだっている。
(新潟)
復旧面からみた場合，特に落橋現象は致命的であり，
その仮設にも相当の期聞を要する。また，落橋まで至ら
ないにしても，下部構造の被害あるいは橋梁取付部の被
害は大がかりな補修工事が必要となり，正常な交通の確
保がむずかしくなる。
一一高速道路の高架部一一
高速道路高架部の被害が結果として道路交通に支障と
なるもので，その被害特性は橋梁の場合と同様に考えら
れよう。しかし日本では高速道路の震害経験はなく，
米国のサンフェルナンド地震にみられるだけである。サ
ンフェノレナンド地震の場合，耐震設計が発達していなか
ったこともあるが，その被害の中心が落橋現象であり，
特に立体交差部に多いと報告されている。
復旧については，サンフェルナンド地震の場合，か
なりの落橋現象をともない，一時全面通行止め(高速5
号線)にはなったが，復旧も早く地震発生24時間後に路
肩 (2x3. 05m) や官民境界までの用地 (4.6~6.1m)
を利用しさらに市道を迂回路として往復一車線を確保
している。但し， トラックについては震災後10日間交通
禁止の処置をとっていた。これは，一般車の交通確保と
トラックの重量による高架構造物の影響を考え重量的制
限を兼ねるためである。(東京都防災会議 1971，東京都
総務局 1971)
一一歩道橋と立体交差一一
歩道橋は近年急速に発達したもので，その震害事例は
ほとんどみられない。被害の特性は歩道橋・立体交差と
も道路橋と同様に考えられる。
復旧面からみた場合，歩道橋・立体交差が被害を蒙っ
て道路交通に与える影響は，道路本体の一部をなしてい
る道路橋と異なり，交通機能と直接結びついた被害では
なく，交通へ与える被害は崩壊片が路上に散乱すること
が障害となるものである。したがって，復旧については
除去すれば事足りるもので，交通障害として道路に与え
る影響は道路橋ほどではない。
地震時における道路機能の低下と交通障害 73 
iv)隊道
隊道の被害は過去の震害例ではほとんどみられない
が，隊道の出入口の切取部の急勾配法面で被害を生じた
例がある。(福井)
隊道被害の影響は，盛土・切土の崩落や橋梁の落下と
同様に交通止めとなるケースが多いと考えられる。しか
し隊道の存在する筒所は比較的都市部には少なく，被
害が起こっても都市に与える影響は僅であると考えられ
る。
②地下施設系
i) 地下埋設物
過去の震害例(特に新潟)からみると地下埋設物の被
害は地盤の陥没・隆起・地割れ・あるいは，護岸の崩壊
・橋桁の落下等の結果として起こるものが多い。その被
害分布も道路の損傷に比例していることより，地下埋設
物の被害は地盤の良否に影響されることは明らかであ
る。上・下水道管の被害は，必ずしも震度の大なる部分
に多く現われるわけではなく，震度の変化する境界線に
最も多く現われる傾向がある。
被害が交通に及ぼす影響は物的損傷によるものとガス
による影響が考えられる。物的損傷については，埋設管
の折損，崩壊等による浮き上りや陥没が主要な被害であ
る。しかし地盤や路盤の被害がともなわない場合埋設
管に及ぼす被害も小さく交通に及ぼす影響もほとんどな
いと考えられる。管径の影響は小さい管ほど少なく大き
くなるほど交通に及ぼす影響は大であり，また，埋設管
の施工位置については，道路と平行している管よりは横
断している管の方が交通に及ぼす影響は大きい。
その他，水道管の破裂による出水の影響は，河川水と
異なり量的に少なく，例え冠水しても一時的な場合が多
い。ガスもれによる影響は新潟地震の場合，火災や爆発
につながる例は一件もなかった。その理由は地震直後工
場元のパルプの閉止や地下水による導管の水封があった
ことと昼食後で使用中の家庭が少なかったことがあげら
れる。その他，地下ケーフツレや共同溝については施設が
ほとんどなく，被害報告もみあたらない。
復旧面からは，地下埋設物(上・下水道・ガス管)そ
のものが機能を回復するまでには相当の期聞を必要とす
るが，交通機能を回復することだけ考えれば，その被害
の主たるものは浮き上がりや陥没であり，比較的容易な
応急措置で交通機能を確保することが可能である。
li) 地下空閥系
地下街・地下鉄・地下道の震害報告はないが，一般に
地盤の影響，すなわち，地盤の硬軟，あるいは地盤の境
界部が被害規模に影響を与えると考えられる。しかし
比較的耐震性のある構造物であり，交通に影響を持たら
す被害は少ないといえよう。
被害形態は，亀裂や陥没として現われるが，補修工事
もかなり大がかりな補修工事をともない，交通機能の回
復のために時間が相当必要な場合もありうる。
③路上施設系
路上施設は，電柱，街路樹，交通標識，街灯のように
路上に点在するものと，ガードレ~ル，中央分離帯など
のような帯状の施設の穏類に区分できるが，帯状の施設
は舗装被害に準ずると考えられ，ここでは点在するもの
についてだけ報告する。
点在する施設の代表的なものは電柱であり，被害形態
は震害による折損・倒壊や火災による被害の 2形態があ
るが，交通障害に結びつくものは震害によるものである。
新潟地震の場合，傾斜・沈下・倒壊・折損の被害を蒙
むり，その大部分が，地盤の移動・流動化に起因する地
盤被害である。また，火災による被害は木柱が多かった
関東地震が顕著であり，最近ではコンクリート柱が増加
し火災による被害は今後なくなることが予想される。
したがって交通障害となり得る被害は今後は震害によ
るものだけを考えればよい。復旧面からみた場合，点在
する施設のうち電柱の倒壊が交通に及ぼす影響が最も高
く，しかし，その除去は比較的容易である。
(2) 交道量と道路(災害時の交通状況)
①新潟市の場合
被害概況一一新潟市の中心地区は信濃川を挟んで2つ
の核を持ち駅を中心にんで発達した商業地域と，県庁・
市役所の所在する中枢地域に分かれ，これらは国道7号
線の万代橋を含めた八代橋・昭和大橋の3橋梁によって
結ぼれている。又，新潟市と周辺諸都市を結ぶ道路交通
は，国道7・8・49・116号線を車両とし，その他の県道・
市道がこれを補っている。
地震被害の著しかったのは，交通上重要な路線である
国道7・8・116号線であり，信濃JIに架設された3橋梁
など市内中心部の土木構造物である。
橋梁の被害一一2つの中心地区間を結ぶ信濃川に架設
された橋梁のうち，昭和大橋は地震と同時に落橋し，八
千代橋は落橋こそ免がれたがひどく破損して，落橋寸前
の姿で車は勿論， 人も通れない有り様だった。その中
で，万代橋だけが大被害を受けて車の通行こそ不能にな
ったが，人々は亀裂をまたぎ陥没を越えかろうじて通行
するほどだった。
道路の被害一一被害が大きかった道路は，国道7号線
(起点より泰平橋に至る 5km区間に集中)8号線， 116号
線をはじめとし県道村上線，下山地区一松ケ崎線(仮称
飛行場道路)，市道の上大JI前一入月午山町線等である。
道路被害の大きかった地域の特徴は，河川敷の軟弱地
盤や埋立地あるいはl白河川敷や堤防敷に建設した道路で
あり，又，地盤高も海抜Om付近であることが被害を助
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長した。被害を形態からみると地盤そのものの亀裂・隆
起・陥没・地盤沈下であり，道路について言えば舗装目
地の段違い・平面線形の蛇行，縦断的に波打ち状態，こ
の他，液状化にともなう土砂の噴出，河川|からの浸水や
津波による影響が主要なものであった。
復旧活動と広域交通規制一一新潟市内の中枢部と東新
潟を結ぶ万代橋付近は一日平均4万台の自動車交通量
(昭和39年)があり，県下第一の交通報鞍の場所であっ
た。地震によって，昭和大橋は落橋，八千代橋は落橋に
至らないまでも通行不能となり，加えて市内の主要幹線
道路も通行不能箇所(図3-1)が相次ぎ，地震災害復
旧のために県内外より新潟市へ乗り入れる車輔が殺到し
て大混乱を来たすことが予想された。新潟県公安委員会
では，尋常な体制では殺到する自動車を捌ききれないと
判断し，地震発生後7時間経った6月13日20時には災害
対策基本法に基づく広域交通規制jを実施することを決め
た。翌日日午前9時には9箇所の検門所を設け広域交通
規制を実施し，新潟市内に流入する不急不用車輔の抑制
と緊急車輸以外の車輔の新潟市内乗り入れを禁止する措
置を取った。その後 6月18日に広域交通規制区域を拡
大 (8号線のみし)，かつ，主要道路81箇所を選定して
規制案内を設け，警察官を配置して，新潟市内乗り入れ
車輸抑制の強化に努め，最悪事態を回避することができ
た。また緊急輸送車車両確認のため(緊)のステッカー交附
を行なった。
しかし，東西を結ぶ交通は取付道路の破損を一夜にし
て緊急補修した万付橋と10kmも上流の帝石橋だけであっ
たので，万代橋は日増しに交通が激増していった。そこ
で，これを緩和する方策として6月19日午前4時より商
新潟から東新潟へ通ずる一方通行を実施した。 6月20日
午前6時には②のステッカーを発行し公的機関の緊急
車輔や電気・通信・水道・ガス等の公益企業の応旧復旧
事など (14.052枚)に限り東から西の逆通行を認める措
置をとった。しかし，標章の盗難ぞ偽造が逐次増加した
ため 6月28日からは①だけでなく輔番号・交付月
日・有効期限なと。の入った新様式に改めた。
その後 7月2日に八千代橋が開通すると同時に，万
代橋の一方通行を解除し，②のステッカーも廃止とな
り平常時の交通状況に戻ることができた。(新潟市，
1966年)
思量的号線
~話路匂前淀.1'喜起、亀裂唾主庄じた区域
e 重酪の庖水区坂
(ZZ?J広d長交通規制区ぬ
図3-1 主要幹線道路被害箇所図
4 災害時の交通障害危険の考え方 ①被災期
被災期の活動は災害から物的・人的犠牲を最小限にく
(1) 災害時の諸活動と緊急道路の確保 い止めることが主要な目的である。これらの活動は災害
のまっただ中で行なわれる性質上非常に緊急度が高く，
通行障害を考える場合，緊急車輔の活動は災害が発生 かっ，短期的に集中するが，災害が衰退し終結に近ず
してから終結するまでの期間，すなわち被災期と，地震 くとともにその活動の役割も終了に向かう。
や2次災害が終わった段階で被害の後遺症が残っている この期間に，消火活動・避難行動=避難路確保，救援
期間，すなわち被災回復期の2つに区分できる。 活動，応急的復旧活動力:行なわれるが，緊急活動を行なう
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ために出動地区の確認，機材や出動人員の確保等の出動
前の準備もあるが，いづれの活動も緊急道路の確保が大
前提である。
緊急道路の確保は，道路の被害状況，並びに被害に応
じた復旧速度によって異なるが，既ね道路被害の影響・
火災水害による影響・交通量の影響の3つに整理できょ
う。(図4-1)
②被災からの回復期
災害によって被った被害から正常な都市活動が出来る
まで回復することをめどとして行なう活動である。これ
らの活動は，生活を確保することをはじめとし応急的
復旧活動，復旧活動，復興活動が主要であり，被災期の
ような緊急性はなく，比較的長期の展望に立った活動で
ある。この時期には，被災地区への緊急物資を輸送し，
一方で重要な施設から復旧活動が始動するとともに，
日常の都市活動も序々に始まる。都市内には，復旧・復
興活動と経済活動を行なうための交通が急増するが，反
面，道路の交通不能箇所が交通の混乱に拍車をかけるこ
とが予想される。被災からの回復期は被災期ほど緊急性
を持たないが，主として諸活動並びに都市活動が効果的
に行なえるようなネットワークを確保し正常な交通状
況に制御するため総合交通規制を敷く期間である。その
ステッフ.は次のように示される。
checkl check皿
被
災
期
被災からの回復期
チェック I 道路の復旧箇所を摘出し復旧路線
の優先順位のプログラムを作成す
る。
チェック E 復旧プログラムに応じた交通規制の
範囲・種類を検討し交通制御を行
なう。
チェッグ匝 上記のような対策を行なっても，混
乱を起こす箇所が生じた場合は，チ
ェック 1，Iを再び検討する。
(2) 道路交通障害
①物的被害による道路交通障害
物的被害が道路交通に及ぼす影響は大きく，その種類
や障害形態も多様である。この障害を，交通機能の回
復に必要な復旧措置の面から区分すると，被害を受けた
構造物そのものを補修あるいは再建しなければ交通機能
を確保できない場合と，補修や再建をともなわなくとも
倒壊片等の除去により交通機能を確保できる場合があ
る。
前者は，交通機能のために造られた土木構造物で，道
路橋，盛土・切土・擁壁・隊道等であり，その復旧形態
checkl cl'ecklf 
図4-1 道路交通障害チェッタフロー
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る。
②2次災害による交通障害
i)火災
火災についての危険度は，木造率，出火率，危険物・
危険施設の有無，空地率，道路率等が考えられているる:、 L 
道路交通障害と直接結びっく要因は少ない。
緊急車輔の通行に障害となるものは，火災そのものの
は補修工事あるいは補修の一部とみなし得る土砂の充填
.除去等が中心となる。
後者は，主として道路空間を利用し地上・地下・沿
道に建設された土木構造物や道路付属施設沿道の高層建
築物がこれに当り，補修工事も多少ともなうがその多く
は，崩壊片の除去あるいは陥没空間を覆うか土砂等の充
填等の復旧措置が中心的である。
交通機能を確保するために，上記の種類の異なった復
旧処置は，時間という一つの尺度に置換することによっ
て比較が可能である。
交通機能確保までに必要とする時間を，本復旧を必要
とする場合，重度の応急的復旧を必要とする場合，中度
の応急的復旧を必要とする場合，軽度の応急的復旧を必
要とするかあるいは全く必要としない場合の段階に区分
を試みた。(図4-2)
1)本復旧を必要とする場合一一被震により全く原型を
失なったり，かろうじて原型をとどめていてもその復旧
処置に相当の時間と費用がかかるものをいう。復旧に用
する時聞は数日~数週間のものを指し，例としては橋梁
の流出や落橋，隊道，規模の大きな盛土・切土の全崩壊
等がこれにあたる。
2)重度の応急的復旧を必要とする場合一一被震により
原型こそ止どめているが，破壊が激しくその復旧にも 1
日~数日を要するものをいう。例としては，規模のそれ
ほど大きくない盛土・切土の全壊，橋梁の上部・下部構
造の大きな被害，隊道の部分壊，地下空間系(地下鉄・
地下道・地下街)の全壊，高速道路の全壊，立体交差の
全壊がこれに当たる。
3)中度の応急的復旧を必要とする場合 被震により
原型は十分止どめているが，補修工事あるいは除去に数
時間-1日程度を必要とするものをいう。例としては，
舗装の大きな亀裂や陥没，小規模な盛土・切土，立体交
差の全壊や半壊，高速道路，地下空間等の部分壊，高層
ピルの全壊がこれに当る。
4)軽度の応急的復旧を必要とする場合 被震により
多少の被害を被むるが，通行を確保するために補修工事
を全く必要としないか，補修工事を必要としても通行可
能かあるいは数時間以内の応急的復旧ですむものをい
う。例としては，舗装の軽度の亀裂や陥没，橋梁の軽度
の上部構造の被害，水道管・不水道管の損傷，折損によ
る浮き上がりや陥没，高層ビルの半壊等がこれにあた
火流を通り抜けられない場合であり，言い換えれば火災
延焼阻止の効果を持たない路線である。東京消防庁の報
告では延焼阻止路線の判定を行なっており，これは，風
向を各路線に直角にとった最悪の場合と，夏，冬の卓越
風としての南々西，北北西のケースについて東京区内の
街路の判定を行なったものである。これは，せん風など
の特殊な状況について考慮されていないが緊急車輔の走
行障害の有力な手がかりとなり得る。
緊急車輔の通行障害度の評価については東京消防庁の
延焼阻止路線の判定を参考に，以上のように分類する。
(東京消防庁 1977)
交通障害の可能性大一一路線に直角，南々西，北々西
の3ケースとも阻止路線にならない場合
交通障害の可能性中一一ケースのうち阻止路線となり
うるものが1ケースの場合。
交通障害の可能性小一一3ケースのうち，限止路線と
なるものが2ケースの場合
交通障害の可能性ほとんどない一一3ケースとも延焼
阻止路線となる場合
i)水害
水害による交通障害は，水の発生源として河川i・湖沼
・海が道路周辺に存在するか否か，また，管径の大きい
上下水道管が存在するか否かが考えられる。又，道路の
冠水の程度については，まず地盤高，地形，地質等が関
連するが，本論ではデータも少ないこと等もあり割愛す
る。
③交通量による道路交通障害
災害時に緊急車車両にとって障害となる主なものとし
て，まず道路に存在する車輸そのものが障害となる場合，
又，事故や沿道火災による自動車そのものが延焼する場
合の点が考えられよう。
i)存在車輸
4車線道路の場合緊急車輔の通行が確保されるために
は上り下り各1車線の歩道側によせて車輔が停車するこ
とが原則とされている。実際の道路上においてこの原則
を満たしているかどうかを判断する一般的な方法として
空間占有率により判断することが可能である。空間占有
率とは，ある瞬間に路上に存在する車輔の空間的比率を
表わすもので，次式に示されるとおりである。(交通工
学研究， 1973a) 
08=-4ーさ 1i 
. 1=1 
Os; ある瞬間にL区間上を占有する車輔の空間的比
率
? ????
L区間上に存在する車輔 iの長さ
任意の道路区間長
n 車輔の台数
さらに，自動車が必要な駐車長を考えるためにまず自
交通施設系
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路上施設系
治道縞設系
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動車1台当りが必要とする最小道路占有長(liプラス駐
車余裕長)について考えてみると，駅前広場設計用各種
駐車方式最小寸法表(交通工学研究会b 1973年)か
ら， 小型車の必要駐車長は5，8m， 大型車(パス)は
10.5mの値を得た。これより自動車1台当りの最小道路
占有長は次式によって表わすことができる。
1l = .:~ (5.8x十10.5Y) 
100 
x 小型車混入の割合
Y 大型車混入の割合
P 自動車1台当りの最小道路占有長(1i+駐車余裕
長)
一般道路にPを適用するために，目黒通りを例として
実測より大型車混入率10%を得た。この{直を用いてPを
計算すると P=6.27mである。すなわち目黒通りについ
ては大型車混入率10%を前提とした場合 1台当りの道
路占有長が6.27郡以上になったときに理論的に4は車線
のうち緊急車鞠に必要となる中央の2車線を確保できる
ことになる。
次にこの1台当りの最小道路占有長と比較するため1
台当りの道路占有可能長について考えると次式で表わす
ことができる。空間占有率が区聞を単位に考えて自動車
の占有率を表わしているのに対し 1台当り道路占有可
能長は，自動車を単位として，その自動車の道路占有可
能長を表わしたものである。
L K= n 
K; 1台当りの道路占有可能長
L 任意の道路区間長
n 車輔の台数
1台当りの道路占有可能長 (K)が短ければ短いほ
ど，緊急車輔通行障害の危険性が高くなり 1台当りの
最小占有長6.27mより短くなれば交通障害となることを
意味している。しかし Kの値を用いて交通障害危険を
評価することは，交通量の多い時間帯であるか否か，
又，区間のとり方によって値が異なってくるので注意を
要する。
時間帯については，最も通行障害危険が高いと考えら
れるのは朝，タのピーク時や業務交通が多い昼間の渋帯
時である。渋帯時の例として川越街道和光橋付近の観測
調査結果によれば(表4-1)，朝の渋帯時で1台当り
の道路占有可能長(=K)は，11.68m， 11. 16m， 12.1m 
と理論的には緊急車輔通行障害危険はないものと考えら
れる。しかしこの調査は500mの区間に存在する車輔
の平均値であり，実際の道路上では交差点付近に多く存
在し単路音f)には少なく各々の値に違いがあると考えられ
る。
次に，交差点付近と単路部の区聞を比較すると(表4
-2)交差点の場合，交差点の手前は6箇所中4箇所が
1 台当り占有可能長 (K) は6.7~8.3慣の範囲にあり，
交差点通過後は 6筒所中4箇所が20.0m以上である。
また，単路部では1O.4~50.0郡とぱらつきが大きく交差
点の手前よりKが長い。したがって交差点の手前は，交
差点通過後と単路部より交通障害危険は高いと考えられ
る。
表4-1 500m当り平均占有可能長
間
1 ド:56~川 押t11. 68 
2ド:12引 7 m 11.16 
3ト:26イ :31I m 12.10 
注)科学警察研究所報告交通編一車車両感知器の情報と
渋滞長に関するー解析より
注)交差点前後 100mの区間，単路部 125~150眠の区
間，単位=m
注)観測調査， 目黒通り1976年8月18日Prn5:00~6:00 
i)沿道火災の影響による自動車火災
東京消防庁の実験報告によれば，沿道火災の熱影響に
より自動車が着火し延焼する距離限界は，火災規模が約
360ni'の範囲で可燃物約750tonに相当する街区建物火災
程度の場合，17m以内である。また，路上の自動車群が
延焼する場合は，これに熱影響を与える沿道火災の焼え
方によって延焼速度，延焼範囲などが左右されるが，自
動車そのものが，延焼拡大現象に作用する例は少ない。
しかし次の場合に限って路上の自動車群自体が延焼拡大
規模に作用すると考えられる。
(イ)トラック等多量可燃物を積載した自動車が燃焼した
場合。
(ロ)危険物又はL.P.G等のタンクローリーが事故によ
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り内容物が漏洩し，火災となった場合。
付燃焼する自動車がトンネル等熱放散の少ない構造物
内にある場合。
的路面をアスフアルト舗装した場合。
自動車は一般に，周囲に火災があっても，燃料のガソ
リンやL.P.G等に即時引火したり，燃料タンクが爆発
するという現象は示さないが，衝突等により燃料系が破
損し，燃料が漏洩している場合は例外である。
以上のように自動車火災は，市街地の火災の影響によ
るものがほとんどであり，特にタソクローリー車のよう
な危険物を輸送する車輔は注意を要する。しかしタン
クローリーの場合， 自動車に取り付けられたコンテナー
に納められたL.P.Gボンベは，一般家庭等に使用され
るL.P.Gボンベほど急激加熱を受けることがないか
ら火災破裂事例の多い家庭用ボンベのような危険性状
は示さないともいえる。
ii)自動車のほかに，車道部分に出現する人も大きな問
題となるが，本論では対象から除いてある。
5 ケーススタディ一一目黒通りを例として一一
(1) 対象地区の概要
対象とする道路は目黒通りの一部で，東京都心より
約8-12kmに位置し起点を自由通りとの交差点(中根
町)から，終点を環状6号線との交差点(大鳥神社前)
とする約4.2kmの区間である。目黒通りは，桜田通りと
環状8号線開を結ぶ，都心から放射状の路線である。ま
た，パス路線でもあり，通勤時AM7:30-9:30には優先
レーンが設けられている。道路の構造は，幅員約25mで
そのうち歩道が両側各々 3-5拙づっ，車道は一車線16
-18mの4車線である。対象区間内には，東横線，環状
7号線等の交差区間があり，また‘沿道建物用途も広
舗，住宅等を中心とし一戸の木造建築を除きほとんどが
耐火構造である。
(2) 目黒通りの交通障害要因の概況と障害度
交通障害度を求めるために，地盤，土木構造物・建築
物等の施設，沿道火災，交通量の4項目にわけ各々の障
害度を100加を1つの単位とし42区間について行なう。
この場合も，交通障害度を相互の要因問の比較を可能
とするために4章の交通障害危険表を用いて点数評価を
行なった。
①地盤
地盤については，交通障害と関連するものとして東京
都防災会議では，地盤高，軟弱層の層厚，地盤沈下量，
液状化現象発生の可能性，地形の5項目について行なっ
ているが，対象地区では地質境界部と軟弱地盤について
検討項目とし液状化の可能性については東京都防災会
議の資料を参考とし，以下のように障害度を定めた。
(東京都， 1975) 
軟弱地盤・地質境界部一一土木構造物・建築物等の被
害に与える影響が大きい。図には存在だけを示すことと
する。
液状化現象発生の可能性一ーについては東京都防災会
議の分類である可能性大，中，小，なしの4段階を用い
て示すこととする。
対象地区における地盤・地質の性状は表層部分はほと
んど黒色土で覆われ，そのすぐ下層にローム層(3-5
郁)が一様に分布し， ローム層下には砂歴・粘性土(シ
ノレトを含む)が分布するがさほど厚くない。
交通障害度に関しては，軟弱地盤が，柿木坂一丁目交
差点付近(区間5-9)と碑文谷三丁目付近(区間16-
21)の2箇所に沖積層が存在し，厚さは5前前後，地質
は粘土および、ンルト質粘土である。
地質境界部は， と記の沖積層との境界地区は区間5，
9， 16， 21の4区間である。また，液状化現象発生の可
能性については，全区間とも全く可能性がない。
以上から，対象地区における地盤が交通障害となり得
る可能性は軟弱地盤(沖積層)の存在箇所，すなわち区
間第5-9，第16-21が危険性が高いと言えよう。なか
でも，特に第5，9， 16， 21の区間は地盤境界でもあり
最も危険性が高い区間と言える。
② 道路に関わる施設並びに沿道建築物
道路に関わる施設と沿道建築物の交通障害度は4章の
道路交通障害度表を基に，点数評価を試みたのが表5-
1である。この場合の点数は，本復旧を必要とする (3
点)，重度の応急的復旧を必、要とする (2.0-2.99点)，
中度の応急的復旧を必要とする(1.0-1. 99点、)，軽度の
応急的復旧を必要とするかあるいはほとんど必要なし
(0-0.99点)の4ランクにわけてみた。これは点数が
大きいほど障害度が高いことを意味するが，起こりうる
危険性とは異なる。
対象地区においては，盛土・隊道・高速道路・橋梁・
地下ケーフソレ・共同溝・地下街・地下道・地下鉄は存在
しないので省略し又，舗装，電柱については，全地区
ともほぼ同一条件とみしな現況報告に止どめる。
1)舗装
対象地区は一様にアスフアルト舗装 (5cm)がされて
おり，その下の路床は砂利層 (12-13cm)，玉石層 (13
-15cm)が敷かれている。
この構造は路床上に直接舗装されたもので自動車荷重
に対する地耐力を考慮し，路床上の変動が直接路面に影
響するように設計されているため，耐震性に乏しい。し
たがって舗装の被害はかなり地盤に左右されると思われ
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表5-1 道路交通障害度表 る。
施 設 被害形態 障害度 備考
裂 0.5 
舗
没 1.0 
[全崩壊 2.5 盛
一部分壊 1. 0 (小規模全壊)
切 童子全崩壊 2.0 
擁 一部分壊 1.0 (小規模全壊)
道路橋 一上被害・下部構造 2.5
一上部構造 0.5 
一全 壊 3.0 
隊
一部分壊 2.5 (小規模全壊)
十一全 壊 2.5 立体交差
一半 壊 1.5 (小歩規道模橋なと同もの程度の
壊 2.0 (道路を横断する場
合2.5)
壊 1.5 
壊 1.5 
壊 0.5 
一管全径壊1 m以上 0.5 
一iし|管半全壊径1 m以下 。田上・下水
道管 1 m以上
0.5 
一管半壊径1m以下 0.25 
ガス管 0.25 
共同溝
一全壊 2.5 ii|一半 壊 2.0 
一部分壊 1.5 
電 柱 0.25 
信号その他 O 
高層ルピ 3-9階全壊 0.5 
10 階以上全壊 1.0 
3-9階半壊 0.25 
10 階以上半壊 O町5
i)切土
対象地区には柿木坂一丁目(区間10-11)のみ存在す
るが，その規模も非常に小さく(高さ 2-3m)f71Jえ全
壊したとしても歩道を遮断する程度であろう。したがっ
て交通障害度も軽く，切土の小規模全壊として 1点の評
価を行なった。
ii)立体交差
対象地区の立体交差は，東横線の高架橋(区間8-9)
と環状7号線柿の木坂陸橋(区間12)の2つが存在す
る。このうち東横線の高架橋部分に沖積層が存在し危険
性は環7の陸橋より高いものと思われるが，障害度はい
づれも2.5点と評価する。
iv)歩道橋
対象地区には合計6筒所(区間3， 6， 81， 82， 11， 
12， 19， 28)の歩道橋が存在するが，その構造はすべて
鋼鉄である。これらの支柱には軽度の腐食が2本(区間
81， 28)みられる。
これらの6本の歩道橋の障害度は，規模がほとんど変
わらないのでいづれも1.5点と評価する。
v)地下埋設管
上水道一一対象地区における水道管は車道の両側に管
径 100，150， 200， 250， 500棚の5種類の管が埋設され
ており，道路を横断する環状7号線には180棚(区間12)
の水道本管が陵橋に付帯している。目黒通りの水道管は
耐震性を考慮して開発されたもので強度が高く伸びが大
きいダクライル鋳鉄管が用いられ，管継手にはたわみ性
と伸縮性がある。メカニカル継手が用いられている。し
たがって地盤変動がなければ安全性側にあると考えられ
る。
また，水道管による水害危険は今回のスタディでは割
愛する。
下水道一一対象地区における水道管36-42は区間の
下り車線の舗道下に存在し，管径も700mの区間に250，
300， 350， 400， 500， 600棚の6種類と短い区間のわりに
は多種類の管が埋設されている。また，区間9(3，000x 
4，180脚)， 7 (2， 700X 3， 000脚)には河川を埋めたて
た大規模な管が目黒通りを横断している。震害による障
害危険度は，舗道下に埋設されているため交通障害とな
り得ることはほとんどないと考えられる。しかし河川を
埋めたてた管は比較的被害規模も大きいと考えられよ
う。
ガス管一一対象地区におけるカゃス管は内圧1-3kg/cm
(中圧)，内圧3-10kglcm (高圧)の2種類が存在し
いづれも舗道下に埋設されている。下り車線側には区間
1-6 (管径200mm)，区間13-42(管径600mm)の中圧
管が埋設され，上り車線側には区間17-26(管径750mm)
の高圧管が埋設されている。
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以上の上水道管・下水道管・ガス管の交通障害度は次
のように定める。
管径が2，000棚以上の場合一一交通障害度1.0
グ 1， 000~1 ， 999mm"一一" 0: 5 
" 999脚以下 ν" 0.25 
複数の管が存在する場合
管径の合計が 2，000棚以上の場合一一交通障害度1.0
" 1 ， 000棚~1 ， 999醐グーー グ 0.5 
" 999棚以下 グー" 0.25 
vi)路上施設
路上施設は震害に最も関連性が高い電柱と交通に関連
するものとして信号について調査を行なった。
電柱ーーは上り車線に合計149本存在し1区間当り平均
3.6本/lOOm下り車線には合計145本存在し1区間当り平
均3.5本/100m両車線で1区間平均7.1本/100m存在する O
信号ーーは合計17箇所存在するが，倒壊危険より，信
号機能を失なうことの方が交通障害となり得ると考えら
れる。
したがって，電柱と信号は存在状況を示すだけに止ど
める。
vi)沿道建築物
対象地区における高層ビル 3~9 階は75棟， 10階以上
は6棟存在し各々55m，592mに1棟の割り合いで存在
する。これらの道路交通障害度は以下のとおりとする。
交通障害度1. 5 一一 3~9 階の建築物が 7 棟以上存在
する場合(ただし 10階以上は3
棟に換算する。)
交通障害度1. 0 一一 3~9 階の建築物が 4~6 棟存在
する場合
交通障害度0.5 一一 3~9 階の建築物が 1~3棟存在
する場合
vii)総合評価
以上の土木構造物並びに建築物等を個々に交通障害度
として評点してきたが， これを合計点により総合的な交
通障害危険度を表わすと次の結果となった。(表5--2) 
表5-2
区間教 !区間数の
構成比
% 
障害度合計が4.0以上 2 4. 7 
" 2.00~3.99 7 16. 7 
" 1. OO~ 1. 99 11 26.2 
" 0.50~0.99 18 42.9 
" 0.01-0.49 4 9.5 
-12区間である。この区間には障害度合計点が高い2.0
点以上のものが，全区聞に9区間あるうちこの区聞に6
区間も集中しかなり注意を要する区間である。又，該
当地区は沖積層の分布もみられ，危険性はさらに高くな
ると考えられる。
その他の交通障害度の高い地区は，それほど集中して
みられず，分散して存在している。
③沿道火災
沿道火災の影響による交通障害は，沿道が延焼しやす
い都市施設が存在するかどうか，また，延焼過程で道路
自体が延焼阻止となり得る路線の条件を備えているかど
うかの面から考察する。自動車火災による影響について
は，ここでは省略する。
まず，沿道に延焼助長要因となる施設として，木造建
物や危険施設が考えられるが，交通障害度として表わす
には問題があるので存在位置を示すに止どめる。
延焼阻止路線については東京消防庁の報告書をもとに
次のように交通障害度を設定した。
交通障害度大一一3つのケ}ススタディのいずれの場
合も延焼阻止路線とならない場合
交通障害度中一一3つのケ}ススタディのうち1つだ
けが延焼限止路線となる場合
交通障害度小一一3つのケ}ススタディのうち2つが
延焼阻止路線となる場合
交通障害度なし一一3つのケーススタディのいずれの
場合も延焼阻止路線となる場合。
④交通量
自動車が交通障害となる場合は，まず交通量そのもの
が問題となる場合，さらに，各自動車のドライパーがど
のような行動を示すかによって問題となる場合が考えら
れるが，今回はドライバーの行動については触れない
で，自動車の存在量そのものの交通障害について求める
こととする。
4章では災害時に道路空間の両側車線を確保 (4車線
の場合)するために 1台当りの最小道路占有長は， 6. 
27m/台(目黒通りの場合)であると計算された。これを
もとに交通障害度を示すと以下のとうりである。
片側1車線が確保できずに交通障害となる場合一一1
台当りの最小道路占有可能美6.27m/台以下のとき
片側1車線を確保できるが条件によっては交通障害と
なる場合を，次の 4つに区分した。
交通障害の可能性大一一1台当りの道路占有可能長が
6.27-9. 99m/台の範囲にあるもの
交通障害の可能性中一一l台当りの道路占有可能長が
10. 00-19. 99m/台の範囲にあるもの
交通障害の可能性中一一1台当りの道路占有可能長が
交通障害度が最も高い地区は，都立大駅前交差点付近 20.00m/台以上で、あるもの。
から東横線高架橋をくぐり抜け環状7号陸橋に到る第6 交通障害の可能性なし一一自動車が1台も存在しない
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場合
目黒通りにおいて，渋帯時の 1台当りの道路占有可能
長を求めるために， 1977年8月18日金曜日午後 17:00~ 
18.00に観測を行なった。
この結果，約4.2km区間において，上り車線272台，下
り車線377台，合計649台存在し，各々の1台当りの道路
占有可能長は上り車線15.44m/台，下り車線1.14m/ 
台，上・下車線平均12.94郡/台であり 1台当りの最小
道路占有長6.27以上で理論的には，4.2kmの区間の平均で
は緊急車輔に必要な2車線が確保できる。
しかし，100m区間ごとについては，下り車線で区間
9， 11， 25， 29の4つの区間で1台当りの道路占有可能長
が6.27m/台以下であり，また，片側一車線が確保でき
ない区聞は全体で約5%である。次に，片側一車線を確
保できるが交通障害の可能性大，中，小，なしに区分し
たもののうち，交通障害の可能性が大の区聞は全体の約
5;百，可能性が中の区聞は全体の67%，可能性が小の区
間は全体の9.5%であり，これらの交通障害の可能性があ
る区聞は全体の95%にのぼる。
表5-3
区 間 数 構成比
上り |下り |合計 合計
障害となる場合 O 4 4 4.8% 
障害の可能性大 4 12 16 19.0% 
" 中 32 23 56 66.7% 
" 5 3 8 9.5% 
" 。 O O O 0% 
注)上，下線合計84凶間を対象とした。
これらが交通障害となる場合は，存在車輔が区間内に
均等に分布していなかったり，あるいはドライパーが歩
道側2車線に駐車する行動をとらなかった場合に起こり
得る。
以上のように本論文では，交通量に関して単に100抗
区間の存在車車両について検討を試みたが，交差点区間あ
るいは単路部のちがし、，又，時間変化によってどのよう
に存在車輔が変化するか等，様々な問題が残されてい
る。
まとめと今後の課題
構造の面から検討することが一般的である。しかし緊
急活動，特に本論で取上げた車輔による緊急活動に関す
る交通機能については，自然条件あるいは土木構造物や
建築物の倒壊等のフィジカルな面の検討もさることなが
ら時間や場所によって異なる流動的な人や車輔の移動
等に関する行動面についても検討を加えなければならな
L 、。
この研究においては主として物理的な地盤や土木構造
物および火災等が交通機能に与える影響を検討し，流動
的なものについては自動車の存在台数を検討するにとど
まった。
また個々の要因内部，あるいは要因相互間の交通障害
度に関する一応の重みづけを試みた。
このようにして出された交通障害度の考え方を目黒通
りに適用することにより，交通障害危険の可能性が高い
地区とそうで、ない地区の判別がある程度得られた。又，
自動車については存在台数によって 1台当りの平均占
有可能長が6.3m 以下の区聞は交通障害が大となるとい
う結果が得られた。
以上から今後の課題として次の事項があげられよう。
① 白動車の存在量の街路種類別，時刻別の把握および
ドライバーの行動と関連させた分析。
② 土木構造物や建築物の被害の程度と交通障害度との
関係を定量的に明らかにする。
③道路の単一路線だけにとどまらず，都市内のネット
ヲークの中で交通障害度を検討する。
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一九
比較項目 関 東 地 震
発 生 日 I 1923年9月1日午前1附 9分
震 央 |東経139.3度，北緯35.2度
マグニチュー ド
震 源 | 相模湾北部
死 99，331人
被 負 傷 者 I103，733 
行 方 不 43，476人
害
全 壊 家 屋|即66戸
概 半 壊 " I 126，233戸
焼 失 " 1岬四戸況
流 出 t1 865戸
浸 水 " 
被 害 地 域 | 東京，神奈川，埼玉，静岡，山梨など
1)沖積層の厚い所では震害率も大きく，厚さが25~30
を越せば震度が急に増加する。
2)沖積層が同じでも震害は場所によって(土層の硬軟)
かなり異なるところがある。
3)砂州や砂浜では震害は軽微である。また埋立地の最
地 震
花i 井
|四年6月28日1剛 3分
| 東経136.3度，北緯36.1度
|福井県丸岡付近深さ1伽
3，848人
I 21，790人
1 は 482戸
8，471戸
4，162戸
| 福井市を中心とする狭い地域
被
地 震
営三
仁コ 事 例
fr 潟 地 持山ミ
1附年6月間時02分
i 東経印 2度，北緯38.4度
i新潟市北方5伽の菓島付近の地下4伽
26人
447人
1，960戸
6，640戸
290戸
I 15，297戸
| 新潟市に大きな被害その他，秋田県，山形県など
1)流砂現象による噴砂，地割れ，地盤の隆起，陥没，
水平移動
2)砂丘上では建物にほとんど被害がなし、。
3)信濃川両岸地域で被害が著しい。
4)旧河道跡でも，比較的埋立地や砂丘の所は被害が少
地 盤 被 害 上層部の厚さは震害と密接な関係がある。 I ない。
4)木造家屋の被害率は，沖積層上部のj尼の厚い所(後 5)湧水・噴砂・流動とりなどは，旧河道地域で水位が
背湿地)が砂の厚い所(砂川、Dよりも大きい。 高く比較的浅層のゆるい砂の分布地域に生じてい
る。
6)道路・水道等に損傷を与えた亀裂帯が顕著に分布す
る地域は，①砂丘地帯とi白河道低地との境界部②現
在の信濃川河岸地帯③旧湿聞の埋立地域に大別され
る。
1)震害は未舗装部分が大部分を占め，舗装路面ではわ 1)亀裂・破壊の原因は路盤の沈下隆起，崩壊によって 1)舗装の破壊，亀裂，移動は路床路盤の破壊と亀裂移
ずかに煉瓦道が被害を受けただけで、ある。 生ずるものと電柱やマンホーノレが版と別個な運動を 動にともなって起こっている。
2)舗装部分の主要な被害は火災による損焼である。 するために生ずるものがある。 2)コンクリート舗装で，ダイパースリップ。パーに逮結
3)煉瓦道の歩道部が亀裂し，大部分は両側下水混土援 2)コンクリート舗装が縦方向に移動し，版が重なり合 され，鉄網の入っているものは，路体がかなり被害
に伝わり，震害当時より亀裂が拡下し，路面に噴水 った。興味深いことは80皿おきに重なり合う部分が を受けているものでも，地震直後は全壊したものは
道 した。 表われることである。これらの被害は局所的なもの ほとんどなかった。しかし，空洞(深さ 3-40cm) 
路 であったから，辛じて交通を維持することができ が舗装版下に発生しているものは，数ヶ月後に交通
た。 により破壊し始めた。
tこ 3)コンクリート舗装板が破壊，喰違い等を生ずるとそ 3)アスフアルト舗装は路体の被害に応じまったく抵抗舗 装
関 の点で明確な不連続点が出てきて交通に与える支障 なしに流動グラックあるいは破壊を起こしている。
す はかなり大きく，又，その除去，補修も容易ではな しかし，復旧はきわめて容易であった。
L 、。
る 4)アンプアルト舗装の場合，路盤の変状がある程度以
施 内あれば，それが直ちに亀裂，破壊となって現われ
設 ず，従って交通に支障を与えないのが特徴だと恩わ
れる。又，破壊したとしてもコンクリート舗装ほど
不連続の程度が甚しくなく，簡単な補修により実用
に供し得る。
盛土・切土・ょう壁 1)丸の内線，外濠埋立て道路(中央部に圧壊，陥没， I 1)~切土，片盛土の道路では盛土部分の崩療が多くみ I 1)jiy地盤上に造られた盛土に被害が大きかった。
一一一
十 1]長 ir¥l 地 震
i附年5月16日9時49分
i 東経凶 35度，北緯40付
52人
676戸
2，994戸
13戸
I ~tì'f.äJ:R， 'jIf~県岩手県に… | 
1)地盤の液状化，噴砂およびそれにともなう沈下を生
じた箇所は比較的新らしい埋立地(主として細砂や
水回，湿地の埋立地細砂，黒ボクなど)で，地盤の
不同沈下などによる家屋等の被害が生じた。
2)激しい地割れ，亀裂を生じたところは水田上の盛土
に多いが，黒ボクなど火山灰土によりなる台地にも
地割を生じた所がある。
3)道路，鉄道等の盛土は，ほとんど火山灰土および細
砂を使用しているが，台地，丘陵地内の狭い谷を横
断する箇所や低地と台地の境界部で破壊が著しい。
4)山崩れ，斜面崩壊は八戸市，五戸町付近で発生した
が地震だけでなく，地震前に降った降水による影響
要因のーっと考えられる。
1)主要な地震災害は比較的辺部な所が多く，道路被害
も天然道若しくは砂利道程度であって，高級舗装道
は皆無といってよく，帯広市， ill¥路市等の街路には
被害と称ずべきものは無かった。
2)震災地帯の道路は土砂道に限られていたため，被害
も法崩が其の主なるものであった。
1)低湿地(じゅんさい沼)の盛土地区で相当の陥没(数
1--三丁
比較項目
地震名 地 昌三舎伊 ζ関 東 地 震
盛土・切土・ょう壁
道
亀裂)の被害大
2)盛土・切土部分は他の平地部より被害大きい
福 井 地 震 新 震i烏 ?
られ交通社絶に至っている。 1 2)盛土天端における亀裂はほとんど縦方向だった。
2)切取法面の法崩れ，転石その他の障害物の落下，土 I 3)片盛土，片切土は排水不良によるすべり破壊を生じ
留擁護その他の構造物の崩壊の被害 tこ。
3)被災地区にはコンクリート擁護の大きなものが殆ん
ど見られないのでその震害について特記する程のも
のがない。小さなものとして石垣工法は簡単なため
非常に多く利用されているが地震に対しては破壊率
もきわめて大である。
1)橋梁の被害はほとんど下部構造に限定され，上部構
造の被害は主として，下部構造の転倒その他の破壊
の際の衝激等によって生じたもので，いわば二次的
なものが大部分である。
路
』こ
橋
関 道路橋
す
る 梁
施
1)被害を蒙ったのはほとんど下部構造に起因してい
る。
2)震害は護岸間知積石の崩壊， 目地の弛緩を生じ，又
は橋台との継手が離れたもの，高欄，親柱地覆の一
部倒壊または墜落したもの，装飾の破壊，橋脚の亀
裂を生じたものがあるが，一般に通行に支障がない
程度であった。
3)被害の傾向は全橋梁中， 53%が被害を蒙むり，その
うち83%のが火災による被害を受け，震害を受けた
ものは17%e，火災による被害が顕著であった。
1)橋梁の震害は全体としては気省庁発表の震度分布に
したがうが，局地的には基礎地盤の条件に大きく左
右されている。すなわち，tこ¥，、積時期，旧河道との
関係，地下水位などのほか地盤そのものの土質が砂
質であるか，地盤であるかなどにも影響を受けてい
る。
2)上部構造の励震されて破損した例はほとんどなく，
落橋のような大きな被害は下部構造に起因するもの
がほとんどである。
3)取付部盛土および擁壁などは橋架部と同じ支持層に
支持されないために相対的な沈下を起した事例が多
L 、。
十 勝 i中
日聞にわたって 1日2尺づっ沈下)
2)道路被害の主なるものは 2~3 の地形的特徴に依る
ものの他は一般に切取盛土法面の崩壊による被害で
あると云える。
1)橋梁被害のほとんどが下部構造に限定され，殊に木
橋は全部下部構造であった。
2)直接地震力によって上部構造が被害を受けたのは，
わずかに3箇所の橋梁ときわめて少なし、。
設 系
高速道路橋
歩道橋
立体交差
隊
上水道
地
地
下 下水道
埋
並
設
路 物
上
ス
施
設
設電柱等・道路付属施
1 1:隊道の被害は殆んどないが，隊道前後の切取部で急 | 
l 配を有する法面に亀裂を生じた例もある。 I
1)地震直後に発見された被害は極めて少ないが，火災 1 1)福井市の地震の水平動の震動方向(南北)に沿って
等の混乱複に於いてこれを発見出来なかったに過ぎ | 被害が多く東西方向に少ない。
ない。実際は漏水3.3割，参出3.8割と多く，その原
因は漏水中分水栓の脱出によるものと，地盤の不良
によるものの2つが主なものである。
1)今回の地震の災害地域には下水道施設を有する都市
はなく，在来排水溝に蓋をした程度のものであった
から，その被害も極めて軽微であった。
1)路面と管の被害については，一般的に路面被害のひ 1 1)地割れ，山崩れ，崩壊等土壌の大量移動を生ずる場
どいところは，やはり管の被害も多くだいたい比例u 1 合に被害が大きく，既地盤被害があった地区はほと
している。しかしながら路面が平らであっても管が | んど被害を蒙っている。
ひどく被害を蒙むっている場合もしばしば見うけら
れた。
1)箱型きょ，円形管きょとも左右震動による激突，離 1 1)下水道は最も遅れた地域であるために，地震被害と
脱，亀裂，蛇行，高低の変化，流砂現象による浮き l して下水道は含まれなL、。又都市下水を流す街渠の
上がり等を起こし，人孔， ヒューム管とも完全に道 | 被害は報告されてない。
路上に露出した筒所もある。露出距離は比較的長い
ものが多かった。
1)街燈被害は全体で1004基あり，そのうち燈柱破損が 1 1)配電線は市街地あるいは村落の中に張り廻らされ，
42基であった。 I 且つ，支柱の多くは木柱であったために大きな被害
を受けた。又，電話線は配電線と同様な被害を受け
た。
2)木柱は震害の他に火災による被害も受けた。
1)地震後都市ガスによる火災および爆発などの災害は
一件もなかった。その理由は地震直後の工場元のノミ
ルブの閉止，地下水による導水管の水封，ならびに
昼食時を過ぎていたことがあげられる。
2)供給導管の被害は，折損部分よりの浸水，土砂流入
などによりまったく機能を失なった。道路へ影響を
及ぼす浮き上がりは，あっちこち局所的にみられた。
1)コンクリート柱は524本被害があり80%が傾斜およ
び沈下による被害で， 15%が倒壊，折損である。これ
らの被害は大部分は地盤の移動，流動化に起因して
いる。又，折損したもののすべては角度柱(架線の
方向転換箇所)，および分岐支柱(架線の分岐箇所)
比較項目 関 東 地 震 福 井 地 新 潟 地 震 十 勝 沖 地 震
地 であり，地震時に，電線により引張力を受けたもの
下 と思われる。これらは中間で折損したものが大部分
並 であった。び 電柱・道路付属施 2)木柱は被害があったのは3420本で，そのうち75%がiこ 設等路 傾斜， 16%が倒壊， 5%が折損， 4%が焼損および上
流失であった。これらの被害の原因はヨングリ{ト施設
柱と同様である。
